
平成２９年度　旭川市まち・ひと・しごと創生総合戦略に係る施策評価表（案） 資料２

基本目標１　若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる

評価 評価の視点

基準値
29年度
実績値

31年度
目標値

68,360
（平成26年度）

91,874 80,000

基準値
29年度
実績値

31年度
目標値

12,781
(平成28年度)

42,097 33,000

基準値
29年度
実績値

31年度
目標値

小学校　63.0
中学校　62.0
（平成25年度）

小学校　56.9
中学校　75.0

小学校　69.0
中学校　68.0

基準値
29年度
実績値

31年度
目標値

17.3
（平成27年度）

16.0 25

エ
ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の
調和）の実現

「ワーク・ライフ・バランスが実現でき
ている」と思う市民の割合（％）

ワーク・ライフ・バランスを実現できてい
ない理由の54.3％が「長時間労働」と
なっているため，ワーク・ライフ・バラン
スアドバイザーの派遣や研修会の実施
等により，引き続き推進を図っていく必
要がある。

ワーク・ライフ・バランスの実現のため
には，企業や市民の意識を啓発し，働
き方改革を進めていくことが必要である
ため，引き続き啓発活動を実施し，目
標値達成につなげる。

継続

男性の育児参加等，意識啓発の取組
を充実させるとともに，介護や出産によ
る離職防止の視点からも民間主体のテ
レワークなど多様な働き方の導入につ
いて推進するべき。

総合政策部

市民生活部

ウ
小中連携・一貫教育や少人数学級の推
進など教育環境の充実

教科の指導内容や指導方法につい
て近隣の中学校(小学校）と連携を
行っている学校の割合の増加（％）

平成29年6月に策定した旭川市小中連
携・一貫教育推進プランに基づき，各中
学校区で具体的な取組を進めており，
教職員を対象とした研修会の実施によ
る知識の習得，小中連携コーディネー
ターのサポート等により，目標値達成に
向けて，順調に推移している。

平成30年度以降は，これまで実施して
きた小中連携・一貫教育推進の取組に
加え，新たにコミュニティ・スクールの導
入と関連付けた取組を進め，更なる教
育環境の充実につなげる。

継続

引き続き，小学校と中学校が連携し，９
年間を見通した教育活動により小学校
から中学校への円滑な接続を目指すな
ど，小中連携・一貫教育の充実を図る
とともに，コミュニティ・スクールを導入
し，学校・家庭・地域の連携を促進し，
教育環境の充実に努めるべき。

学校教育部

イ 結婚を希望する人への情報提供の充実

あさひかわ縁結びネットワークのホー
ムページPV件数（件） あさひかわ縁結びネットワークによる結

婚支援の取組が進み，ホームページの
ＰＶ件数の平成29年度実績が目標値に
達した。

婚活イベント情報や結婚支援情報を充
実させながら目標値水準を維持してい
く。

継続
発展

平成28年度に開設した縁結びネット
ワークのホームページのみならず，道
と連携するなど，引き続きPRを含めた
情報内容の充実を図る必要がある。

担当部

引き続き，子育て，保育ニーズを把握し
ながら子育て世代が利用しやすい相談
支援体制を維持していく必要がある。

子育て支援部ア
安心して妊娠，出産，育児ができる総合
的な支援

地域子育て支援センター利用者数
（人） 平成29年度は地域子育て支援センター

を新たに１か所開設し，１０か所に増え
たことで利用者にとって利便性が高ま
り，利用者数の目標値を達成した。

今後も，地域子育て支援センター事業
を継続し，安心して出産，育児ができる
ように情報提供や子育て親子の交流，
子育てに関する相談支援を行っていく。

継続
発展

具体的な施策項目
総合戦略における

重要業績評価指標（ＫＰＩ）
現状認識 今後の考え方

施策評価（案）

【評価項目】 

 ○ 継続発展：現状の取組を継続しつつ，拡充発展すべきとするもの 

 ○ 継  続：現時点では現状の取組を継続すべきとするもの 

 ○ 見 直 し：現状の取組から方向転換すべきとするもの 

1 / 5 



基本目標２　新しい人の流れをつくり，留まれる中核拠点を創出する

評価 評価の視点

基準値
29年度
実績値

31年度
目標値

20
（平成26年度）

39 25

基準値
29年度
実績値

31年度
目標値

１
（平成26年度）

20
（平成27-29年

度累計）

10
（平成27-31年

度累計）

基準値
29年度
実績値

31年度
目標値

41
（平成28年3

月）

40
（平成30年3

月）
43

基準値
29年度
実績値

31年度
目標値

9,641
（平成26年9

月）

9,739
(平成29年11

月)

10,400
（平成31年9

月）

基準値
29年度
実績値

31年度
目標値

-
27

（平成26-29年
度累計）

29
（平成26-31年

度累計）

エ
時代に即し，地域の特性を生かした企
業誘致の促進

企業立地件数（件）
企業誘致による新設や誘致企業等の
増設が堅調であるとともに，平成30年
度から動物園通り産業団地の分譲を開
始したことから，更なる企業立地の促進
を見込んでいる。

東京サテライトオフィスを活用しながら，
首都圏等におけるセミナーの開催及び
展示会等への出展，現地視察会の開
催等の取組を通じて，動物園通り産業
団地等への立地有意企業の掘り起こし
を行うことで目標値達成につなげる。

継続

引き続き東京サテライトオフィスを最大
限活用して自然災害の少なさなど本市
の強みをアピールし，大都市圏を中心
に，動物園通り産業団地等への誘致活
動を積極的に展開するべき。

経済部

ウ まちなかプラチナベースの推進

まちなか居住人口（人）
住宅建設のほか，区画整理，道路，公
園等の整備など，中心部の基盤整備が
進んでおり，これらの基盤を活用して平
成29年12月には，中心市街地の賑わ
いづくりにつなげるための新たな中心
市街地活性化基本計画を策定するな
ど，目標値達成に向けて順調に推移し
ている。

住まいや仕事，医療・福祉のほか，文
化芸術や交流の場など様々なまちの機
能が集約されている中心部の特徴を生
かし，行政だけでなく，地域や事業者と
連携しながら，年代に関わらず活動や
交流できる仕掛けを仕込む必要があ
る。

継続

新たな中心市街地活性化基本計画に
基づき，元気な高齢者のみならず，女
性や若者などのUIJターンも含め，多世
代が交流しながら生涯活躍出来る
フィールドとしても中心市街地の環境を
活用するべき。

地域振興部

移住促進に向けては，住環境や日常生
活などの体験・交流機会の創出のほ
か，移住希望者の仕事の確保も重要で
あることから，これらに関する情報提供
について一体的に充実を図る必要があ
る。

地域振興部
経済部企業情報提供サイトを活用して旭川

市内に就職した人数（人）

イ
大学等の活性化と企業等との連携によ
る若者の地元就職の促進

市内に就職した高等教育機関（大
学，短大，高等専門学校，専修学校）

新規卒業生の割合（％）
専修学校において市内就職者の割合
が前年度より減少したことに伴い，KPI
実績値が前年度を下回ったが，旭川市
企業情報サイト「はたらくあさひかわ」の
利用促進，市内就職者に対する奨学金
補助事業の取組等により，改善可能と
見込んでいる。

旭川市企業情報提供サイト「はたらくあ
さひかわ」の情報提供により，市内事業
所の魅力を発信していくとともに，奨学
金返済補助事業の周知，利用者増を
図り，旭川市内での就業を支援し，目
標値達成につなげる。

ア
移住（ＵＩＪターンを含む）に関する総合
的な環境整備

移住に関わる相談件数（件） 市移住サイトの充実，移住専用サイト
及びSNSの「旭川移住計画」，移住体験
サイト「TRIP KAMUI」の運用を開始する
など，情報提供の間口を拡げるととも
に，各メディアとの連携により，旭川ライ
フスタイルのＰＲを図ったことにより目標
を達成した。
また，旭川市企業情報提供サイト「はた
らくあさひかわ」で，地元企業の魅力や
情報を広く紹介したほか，求人求職の
マッチングシステムを運営することで，
利用促進が図られ，旭川市内の就職に
つながったことにより目標値を達成し
た。

今後は，中心市街地の活性化や地域コ
ミュニティの維持など複合的な効果を狙
い，移住や事業・雇用の創出など，新た
な動きを作り出す人達の活動を促しな
がら，空き地や空き店舗など既存の資
源の活用を加速させる仕掛けが必要。
また，企業情報提供サイトの継続的な
周知活動に加え，登録企業・登録者の
増加，利便性の向上を進め，更なる利
用促進を図り，旭川市内へのUIJターン
につなげていく。

継続
発展

継続

地元企業情報サイトについては，引き
続き利用促進を図り，情報提供を強化
していくとともに，奨学金返済補助事業
等も活用しながら，地元定着を促進す
べき。

経済部

具体的な施策項目
総合戦略における

重要業績評価指標（ＫＰＩ）
現状認識 今後の考え方

施策評価（案）
担当部
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－

基準値
29年度
実績値

31年度
目標値

19
（平成26年度）

12 25

基準値
29年度
実績値

31年度
目標値

2,662
（平成26年度）

2,304
(H28年度)

(H30年10月中
頃に実績値把

握予定)

4,000

基準値
29年度
実績値

31年度
目標値

744,400
（平成26年度）

935,600 1,000,000

基準値
29年度
実績値

31年度
目標値

744,400
（平成26年度）

935,600 1,000,000

基準値
29年度
実績値

31年度
目標値

744,400
（平成26年度）

935,600 1,000,000

一般社団法人大雪カムイミンタラＤＭＯ
を通じ，周辺町と連携しながら，地域特
性を活用した冬季観光の推進を一層図
るべき。

観光スポーツ交流
部

地域振興部
④

冬季のイベントやアクティビティ等の
充実による冬季観光の推進

観光客宿泊延数（泊） 「ゆっきリンク」や「冬のガーデン」など
冬季間の賑わいイベントの充実，ス
キーやスノーアクティビティなど冬季観
光のＰＲ実施のほか，一般社団法人大
雪カムイミンタラＤＭＯの設立を支援
し，スノーリゾート地域の構築に向けた
体制整備を実施した。

宿泊延数，外国人宿泊延数については
過去最高を更新し，目標値に向けて順
調に推移しているため，引き続き交流
人口の増加を図る。

継続

オ

スポーツやアウトドア環境を活用した滞
在の促進

－

① スポーツ大会・合宿の誘致

国際・全国等スポーツ大会数（件）

スポーツ合宿誘致者数（人）

② ストレスケアツーリズムの推進

③
多くの観光客が立ち寄り，留まる中
心市街地の魅力発信

観光客宿泊延数（泊）
本市や圏域の観光資源をＰＲするた
め，DVDやパンフレットの整備や，近年
伸びの大きい中国人観光客に向けた
情報発信の強化など，観光客の受入体
制の整備を実施した。

地域観光資源の情報発信や商店街へ
の観光客誘導など，引き続き滞在型観
光の推進に向けた取組を実施し，本市
のイメージアップやインバウンドの増加
を図る。

継続

広域観光の視点も踏まえながら，観光
客の滞在増加を促すため，旭山動物園
をはじめとして，圏域全体の観光資源
を活用し取組を推進するべき。

観光スポーツ交流
部

地域振興部

観光客宿泊延数（泊）

ストレスケアツーリズムについては，民
間主導の取組として継続して実施した。

民間事業者によるストレスケアツーリズ
ムの実施により，引き続き交流人口の
増加を図る。

継続
民間主導の取組として継続するほか，
健康保養の観点での滞在観光推進に
向けた取組について検討するべき。

観光スポーツ交流部

ウィルチェアーラグビー日本代表の旭
川合宿の受け入れや，旭川市スポーツ
合宿誘致等推進協議会の設立など，ス
ポーツ大会や合宿誘致の受入体制の
充実に取り組んでいる。

各競技の全国大会は年度によって開
催地が異なることが多いが，大会に
よっては旭川開催が定着化し始めたも
のもあるため，旭川市スポーツ合宿誘
致等推進協議会を活用し，引き続き積
極的な誘致活動を展開する。

継続

引き続き，関係団体等と密接に連携を
図る中で，戦略的にスポーツ大会及び
合宿誘致に取り組むとともに，大会や
合宿の機会を効果的に活用し，さらに
地域経済への波及効果を高めるべき。

観光スポーツ交流部
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基本目標３　北北海道を舞台にチャレンジするひとや企業を応援し，新たな雇用を創出する

評価 評価の視点

基準値
29年度
実績値

31年度
目標値

22
（平成26年度）

31 24

基準値
29年度
実績値

31年度
目標値

18,370,112
(平成25年度)

21,563,982
(H27)

18,897,843

基準値
29年度
実績値

31年度
目標値

90
（平成26年度）

92 95

基準値
29年度
実績値

31年度
目標値

1,923
（平成27年度）

1,796 1,963

基準値
29年度
実績値

31年度
目標値

363
（平成26年度）

304 378

基準値
29年度
実績値

31年度
目標値

49
（平成26年度）

52 56

基準値
29年度
実績値

31年度
目標値

71,000
（平成26年）

-
(次回の経済
センサスの調
査はH31年度)

71,000

引き続き，創業支援関連事業を着実に
進めるとともに，移住関連事業とも連携
し，若年者や女性起業家の市内への定
着と流入の促進を図るべき。
新規就農についても現状の取組を継続
しながら希望者の確保に努めるべき。

経済部
農政部

新規就農者数（経営体）

女性就業者数（人）

ウ
女性，若者，移住者などが挑戦できる環
境整備

新規開業件数（件）

道北地域の創業希望者に対して，各種
相談，ビジネスプランコンテスト，ＢｉｚＣａ
ｆｅ，創業塾など特定創業支援事業を実
施していることから数値が改善すると見
込んでいる。
新規就農者については，平成30年度は
既に1名が就農し，2名が31年度以降の
就農に向けて研修中であり，目標値達
成に向けて順調に推移している。
ＩＣＴを活用した場所や時間を有効に活
用できる柔軟な働き方であるテレワー
クを普及促進させて，市内労働者の安
定的な就業機会の確保，市内企業の
人材確保，生産性の向上等につなげ，
女性就業者数の維持を図る。

道北地域の創業希望者に対して，あさ
ひかわBizCafe，出張ビズカフェ，創業
塾，窓口相談，創業セミナー，インキュ
ベーション施設等の事業を実施し，目
標値の達成につなげる。
引き続き，研修指導体制や研修施設の
整備を充実し，目標値の達成につなげ
る。
テレワークを周知し，クラウドワーカー
の地域コミュニティ育成を図り，安定的
な就業機会の確保に努める。

継続

地場のものづくり産業の創出に向けて
は，医療・福祉分野など他産業とも連
携し，高齢化や健康志向に対応した商
品開発などを推進する必要がある。
また，農業分野については，グリーン・
ツーリズム関連ビジネスのほか，農業
生産自体の体制強化や省力化を図り，
付加価値の高い農産物の生産増に取
り組むべき。

経済部
農政部

アグリビジネス起業数（件）

青果物販売額（百万円）

物産展の開催や商談会の実施など，地
元企業の更なる商機創出を図るととも
に，関係団体とも連携しながら，恒常的
な取引につながるような取組を推進す
る必要がある。

経済部

イ
新たな分野に挑戦する地元企業や農業
者の育成

製造品出荷額等（万円）

農業分野については，アグリビジネス
起業数が平成29年度にはさらに1社増
加した。
農家数の減少・労働力不足等の中で，
生産性の向上を図るための省力化技
術導入や労働力確保のための対策，
農産物の付加価値向上へ向けての取
組，GAP手法の導入やクリーン農業推
進により安全・安心な産地を目指してい
るところである。

地場産品の高付加価値化，ブランド化
を進め，販路の開拓・拡大を促進する
ため，生産技術の向上や製品開発等を
支援するとともに，国内外に地場産品
の魅力をＰＲするための取組を進め目
標値達成につなげる。
アグリビジネス起業数は着実に増えて
いるものの，農業を取り巻く環境は厳し
さを増しており，農業経営の多角化を支
援するため，今後も意欲ある農業者の
取組を支援する必要がある。
農村地域の活性化や地域産業の持続
的な発展につながるグリーン・ツーリズ
ム関連産業の裾野を広げる取組を進
める。
産地生産力の維持・発展を図るため，
省力化技術の導入や労働力確保への
取組は不可欠である。また農産物のさ
らなる流通拡大や高付加価値化のた
め，クリーン農業の推進や道外への販
路開拓などの支援を継続していくことが
重要である。

継続

ア
地元企業の海外輸出や販路拡大の促
進

海外進出企業の海外拠点数（箇所）

海外への販路開拓に取り組む地元企
業が増加しており，順調に推移してい
る。

国内市場が伸び悩む中，引き続き，海
外マーケットに進出する企業への支援
を行い，地域経済の活性化を図る必要
がある。

継続
発展

具体的な施策項目
総合戦略における

重要業績評価指標（ＫＰＩ）
現状認識 今後の考え方

施策評価（案）
担当部
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基本目標４　安心で魅力ある持続可能な拠点都市を形成する

評価 評価の視点

－

基準値
29年度
実績値

31年度
目標値

110.9
（平成26年度）

113.0 120

基準値
29年度
実績値

31年度
目標値

38.6
（平成25年度）

34.1
（平成28年度）
※平成29年度分は10

月に調査予定

40.9

基準値
29年度
実績値

31年度
目標値

813
（平成26年度）

1,384 880

基準値
29年度
実績値

31年度
目標値

26
（平成27年度）

35 28

基準値
29年度
実績値

31年度
目標値

152
（平成27年度）

155 166

基準値
29年度
実績値

31年度
目標値

1,294,931
（平成26年度）

1,376,601 1,500,000

引き続き内容の充実を図り，市の魅力
を的確に情報発信することで，地域活
性化につなげるべき。

総合政策部

周辺町や道北自治体と連携して，食や
観光等の魅力をアピールするとともに，
旭川空港を拠点にひとやものの流れを
活発化することで，地域全体の活性化
につなげるべき。

総合政策部
上川中部定住自立圏形成協定に基

づく取組数

エ
戦略的シティプロモーションやオープン
データ化など積極的な情報提供の促進

ホームページアクセス件数（件） 平成27年度にホームページリニューア
ルを行い，コンテンツ・マネジメント・シ
ステム（ＣＭＳ）を導入することで，統一
的な情報発信やアクセシビリティの改
善を図った。

引き続き，コンテンツの充実や既存
ページの最新情報への更新など，情報
発信に係る取組を進める。

継続

それぞれの地域の特性や課題に応じ
た取組が進むよう，より柔軟な支援に
ついて検討を進めていく必要がある。

市民生活部

ウ
北北海道や上川中部圏域との連携促
進

北北海道の各自治体との連携による
取組数

ＪＲに係る協議会の設置や日本遺産に
係る取組の推進など広域的に取り組む
必要性がある新たな課題に対して，そ
の課題解決に向けて関係自治体との
連携を進めてきた。

北北海道の拠点都市として，引き続き，
周辺町や道北自治体と一体となって，
産業の発展や交流人口の増加などに
ついても連携して取組を進める。

継続

イ 地域主体のまちづくりの充実

地域まちづくり推進協議会の事業に
参画した地域住民の人数（人）

実績値が基準値を上回っており，まち
づくり推進協議会を通じた地域との連
携による活動が活発化してきている。

地域まちづくり推進協議会を通じて，地
域内の各種団体の連携は進んでいる
ものの，協議体に対する住民の認知度
や地域への浸透といった面では課題が
残っており，また，各種団体の担い手不
足が深刻化するなど，住民と各種団体
の結びつきが弱くなっており，これらの
課題解決のためにも，現在の取組を充
実させる必要がある。

継続
発展

国内線乗降客数は順調に増加している
ことに加え，平成30年度中には国際線
ターミナルビルのリニューアルやエプロ
ン拡張工事により，国際線機材の同時
駐機が可能になり，国際線乗降客数が
増加することが見込まれるため，改善
可能である。

冬季閑散期対策として旭川空港を活用
するプロモーションや，国際線増大及
び国内乗継便の就航拡大に向けたプ
ロモーションを継続していくことで目標
値達成につなげる。

継続

国際線ターミナルビルの全面オープン
や空港一括民間委託を控えていること
から，引き続き利用促進や路線確保の
ための誘致活動を推進し，積極的に乗
降客数の増加を図るべき。

地域振興部

ア

旭川空港の機能拡充（（仮称）ＳＯＲＡの
駅を含む）をはじめ交通機能の充実

－

①
旭川空港の機能拡充（（仮称）ＳＯＲ
Ａの駅を含む）

空港乗降客数（万人）

② バス交通機能の充実

市民一人当たりの路線バスの年間利
用回数

バスロケーションシステムの導入など，
利便性向上のための取組を行っている
が，利用者の減少や運転手不足による
路線バスの減便などにより，路線バス
利用者は減少している。

現在策定中である本市の公共交通の
将来像を示し，その実現に向けた施策
を取りまとめる地域公共交通網形成計
画と合致した目標値に変更する。
地域公共交通網形成計画に基づき，バ
スの利便性向上等の，利用人数の増
加に向けた事業を実施していく。

継続

人口減少と高齢化が進む中で，市民や
観光客の利便性向上につながるバス
交通ネットワークの具体化に向けて，事
業者と連携した取組を推進するべき。

地域振興部

具体的な施策項目
総合戦略における

重要業績評価指標（ＫＰＩ）
現状認識 今後の考え方

施策評価（案）
担当部
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